
別記様式第１号

　　　　年度　都市農村交流対策事業計画書
	申請者名（市町村名）
	

	集落（地域）名
	

	事業主体名
	ふりがな（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


	代表者名
	ふりがな（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
職・氏名

	事業主体住所
	（〒　　　－　　　　）



１　都市農村交流の現状
（１）集落の現状と課題
（２）交流活動の状況（従来の特徴的な状況、課題）
（３）市町村内の交流施設（本計画で主に利用する施設）
	施設名
	施設規模
	施設機能
	管理運営主体
	利用者数

	
	
	
	
	


２　事業計画内容
（１）都市農村交流推進体制
	推進主体名
	
	設立年月日
	

	構成員名
※構成員氏名又は団体名を記載
	

	事務局
（個人又は団体）
	
	担当者（調整役・コーディネーター）氏名
	

	連携団体名
※該当があれば記入
	


（２）都市農村交流に関する成果目標
	項目
	具体的内容
	現　状
	１年目
(  年度)
	２年目
(  年度)
	３年目
(  年度)
	備考

	必須項目：交流目標値※１
	
	
	
	
	
	

	任意項目
※２
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


※１　交流に関する定量的な目標数値（例、受け入れ人数、宿泊数、体験活動日数、受入学校数等）を設定する。
※２　①農林漁家民宿・民泊の育成、②農林漁家レストランの育成、③都市農村交流に係る組織会員の増加、④農業と環境、福祉、教育、観光、商工等他分野との連携・融合・連携した取組に関する指標、⑤その他知事が特に認めた目標のうち、いずれかの目標を一つ以上設定する。
（３）成果目標達成のための事業実施方針
ア　来訪客確保のための方針
イ　繰り返し来訪のための方針
（４）活動内容
	事　　項
	時　期
	参加者数
（予定）
	内　　容

	
	
	
	


（５）集落としての活動のポイント（地域の将来像に向けた取組み）
（６）体験活動の安全確保のための器具・器材等の整備計画
　　　※本事業を活用し整備する場合のみ記載
（７）情報発信の強化に係る活動計画
※本事業を活用し情報発信に取り組む場合のみ記載（例、パンフレット作成、ホームページ設置、学校や都市部への営業活動等）
（８）事業費積算の基礎
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：円

	経費区分
	活動項目
	総事業費
	内訳
	積算内訳

	
	
	
	補助金
	自主財源等
	

	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	消費税込


【消費税の取扱い】
	（１）消費税納税
	本則課税　・　簡易課税　・　免除

	（２）総事業費に含まれる消費税額
　（※（１）で本則課税に〇をした場合のみ記載）
	　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　円


　※事業主体が本則課税事業者の場合は、総事業費の税抜き金額の１／２以内が補助金額（補助金上限額は別途定める）となります。
　　なお、事業計画の時点で総事業費に含まれる消費税額が不明な場合は、「不明」等と記載のうえ、実績報告の際に総事業費に含まれる消費税額を御報告ください。

３　事業完了予定日　　　　年　　月　　日
４ その他添付資料等
（１）位置図（交流施設等を表示したもの）
（２）組織の概要がわかる資料（規約、定款、または総会資料等の写し）
（３）その他参考資料

